
熊本県高等学校等学び直し支援金交付要項 

 

 （趣旨） 

第１条 知事は、私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教

育の機会均等に寄与するため、私立高等学校等に在学する生徒等に対し、学び直しへの

支援に係る熊本県高等学校等学び直し支援金（以下「学び直し支援金」という。）を交

付するものとし、その交付については熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則

第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項の定めるところによ

る。 

 

 （交付の対象及び交付額） 

第２条 知事は、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年法律第１８号。

以下「法」という。）第２条に規定する高等学校等（国、地方公共団体、独立行政法人

通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び国立

大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人の設

置する学校を除く。）の生徒等で、次の各号の全てに該当する者に対して、学び直し

支援金（法第６条の規定に基づき支給される高等学校等就学支援金に相当する額。）を

予算の範囲内で支給する。 

(１) 日本国内に住所を有する者 

(２) 法第２条に規定する高等学校等（修業年限が３年未満のものを除く。）を卒業

又は修了していない者 

(３) 法第３条第２項第２号に該当する者 

(４) 平成２６年４月１日以降に法第２条に規定する高等学校等に入学した者（高等

学校等就学支援金に係る新制度の対象者であった者（公立高等学校に係る授業料の

不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律（平成

２５年法律第９０号）による改正後の法第５条に規定する高等学校等就学支援金の

受給権者であった者又は同法第３条第２項第３号に該当することにより高等学校

等就学支援金の受給資格の認定を受けなかった者（同号に該当することを予測し、

高等学校等就学支援金の受給資格の認定を申請しなかった者を含む。）をいう。）

に限る。） 

(５) 法第２条に規定する高等学校等を退学したことのある者 

(６) 学び直し支援金の支給を通算して２４月以上受けていない者 

(７) 保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められる者（法第３条第２項

第３号に該当しない者） 

(８) 学び直し支援金を支給することが、私立高等学校等における教育に要する経費に

係る生徒間の負担の公平の観点から相当でないと認められる特別の事由がない者 

 

２ 前項第３号の規定は、法第３条第２項第２号に該当しない者であって、高等学校等

就学支援金の支給に関する法律施行規則（平成２２年文部科学省令第１３号）第７条



第４項に規定する単位数の合計が７４を超える者については適用しない。 

 

３ 学び直し支援金は、前２項に定める者（以下「支給対象者」という。）から学び直し

支援金の支給に必要な事務手続を委任された学校の設置者（以下「学校設置者」という。）

が代理受領し、支給対象者の授業料に係る債務の弁済に充てることとする。 

 

 （交付の申請） 

第３条 規則第３条第１項の規定による申請は、学校設置者が行うものとし、学び直し支

援金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付し、知事が別に定める期日

までに知事に提出しなければならない。 

  (１)学び直し支援金交付申請額内訳（別記第２号様式） 

  (２)その他知事が必要と認める書類 

２ 規則第３条第３項の規定により、申請書若しくは添付書類に記載すべき事項又は添付

すべき書類のうち省略することのできるものは、同条第２項第１号、第２号及び第３号

に掲げる事項とする。 

 

 （交付の決定） 

第４条 規則第６条の規定による学び直し支援金の交付決定の通知は、学び直し支援金

交付決定通知書（別記第３号様式）により、学校設置者に対して行うものとする。 

 

 （交付決定の変更） 

第５条 規則第７条第１項の変更事由は、学び直し支援金の交付額の算定に用いた数の変

更、錯誤及び交付決定以降に生じた支給対象者の状況の変化により、学び直し支援金の

交付額に変更を生じる場合とし、変更交付申請は、学び直し支援金変更交付申請書（別

記第４号様式）に学び直し支援金変更交付申請額内訳（別記第５号様式）を添付し行う

ものとする。 

２ 規則第７条第３項において準用する第６条の規定による変更の決定通知は、学び直し

支援金変更交付決定通知書（別記第６号様式）により、学校設置者に対して行うものと

する。 

 

 （申請の取下げ） 

第６条 規則第８条の規定により申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受

けた日から起算して１５日を経過した日までにその旨を記載した書面を知事に提出する

ものとする。 

 

 （実績報告） 

第７条 規則第１３条の規定による実績報告は、学び直し支援金に係る実績報告書（別記

第７号様式）に学び直し支援金実績報告額内訳（別記第８号様式）を添付し行うものと

する。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、事業完了若しくは廃止の承認を受けた日から起算し



て３０日を経過した日又は学び直し支援金の交付決定のあった年度の３月１５日のいず

れか早い期日とする。 

 

 （交付額の確定） 

第８条 規則第１４条の規定による学び直し支援金の交付額の確定通知は、学び直し支援

金確定通知書（別記第９号様式）により学校設置者に対して行うものとする。 

 

 （学び直し支援金の請求等） 

第９条 学び直し支援金は、概算払いを行うことができるものとする。 

２ 学び直し支援金の交付決定を受けた学校設置者が、学び直し支援金を請求する場合は、

学び直し支援金請求書（別記第１０号様式）を別に定める期日までに知事に提出しなけ

ればならない。 

  

 （証拠書類の保管） 

第１０条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、学び直し支援金の支給の完了の日

の属する年度の翌年度から起算して５年とする。 

 

 （雑則） 

第１１条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２６年４月１日から適用する。 

 

 

   附 則（平成２７年４月１日一部改正） 

 この要項は、平成２７年４月１日から適用する。 

 


